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１．背景と目的
　日本の米生産調整の継続がもたらす不作付けは、
耕作放棄地増加の呼び水となってきた［１］。こうし
た中、従来の稲作技術の利用が可能である飼料用
米やWCS（Whole Crop Silage）用稲等の非主食
用米の生産拡大が推進されている。日本の貴重な生
産基盤である田の畑的利用を推進してきた従来の転
作とは異なり、非主食用米による転作は、水田とし
て活用できるため、湿田の活用や水田の多面的機能
の発揮等も期待される。非主食用米生産に対するメ
リット措置等により2010年から生産調整が実質的に
も選択制に移行［２］し、政府は定着状況を見ながら
今後の米政策を検討するとしている。飼料用米や
WCS用稲の生産面積の急拡大は、主食用米生産面
積が減少する現局面において稲作面積を維持させて
いる（たとえば、農林水産省「2013年度食料・農業・
農村白書」pp.123-124を参照）とともに、田面積の
減少傾向の緩和にも寄与している（図１）。非主食
用米の生産圃場としては、主に主食用米生産からの
転換と、不作付水田の活用が考えられる。耕作放棄
地の阻止や水田等の地域資源の保全・活用方途を検
討する上では、特に不作付水田の活用実態が、明ら
かにされる必要がある。
　不作付水田と非主食用米生産の関係については、
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特定の県や事例を対象に考察した佐藤［３］、中野［４］、
小川［５］等のほか、研究の過程註１）や統計資料註２）
からは、集落単位など都道府県単位より小範囲な生
産実態が推察される。しかし、全国的な傾向は分析
されておらず、また、公表データが都道府県単位に
止まっていたことから、全国的な非主食用米生産の
傾向の把握は、個別事例の分析結果を一般化する上
での課題となっていた。こうした中、農林水産省は、
田の利用方法の多様化に対応し、2015年農林業セン
サスにおいて新たに非主食用米生産の補足を加えた。
しかしながら、飼料用米やWCS用稲等の内訳は捕
捉されておらず、依然として飼料用米やWCS用稲
の生産立地の特徴については明らかでない。本報告
は、選択制の生産調整制度５年目に当たる2014年の
水田利用の展開状況に着目して地域比較することに
より、生産立地の特徴を理解することを目的とする。
２．方法
　本研究は、都道府県単位の農林水産省「平成26年
度の経営所得安定対策等の加入申請状況」と、筆者
が収集した旧市町村単位のデータを用いる。
 都道府県単位データは、北海道と田が相対的に小
規模な５都府県を除く41府県を分析対象とした。ク
ラスター分析（Ward法）によって分類したグルー
プ間を、地域農業や非主食用米生産の傾向に着目し
比較する註３）。2010年世界農林業センサスから算出
した「不作付率」（（何も作らなかった田）／（経営
田面積－稲を作った田））と経営所得安定対策等の
加入申請面積から算出した「非主食用米生産割合」
（（飼料用米＋WCS用稲＋米粉用米＋加工用米＋備
蓄米）／（麦＋大豆＋WCS用稲を除く飼料作物＋
飼料用米＋WCS用稲＋米粉用米＋加工用米＋備蓄
米＋備蓄米を除く産地交付金対象作物））を用いた。
　筆者は41府県の市町村の農業担当者等に対して経
営所得安定対策等の加入申請状況の属地的把握を依
頼した。調査票（本稿末尾を参照）を、配布した1,195
市町村のうち929市町村から回収し、538市町村（計
3,869旧市町村）から旧市町村単位（1950年２月１
日現在、農業センサスに準じる）の有効回答を得た。
本研究では農業地域類型や農林業センサスの最小単
位のデータを活用するため、旧市町村単位のデータ
を用いる。個人情報保護等を理由に農業センサスに
公表されない旧市町村を除いた3,710旧市町村の分
布を用いる（表１）。有効回答データの農業地域類
型分布は、41府県とは概ね同傾向であった。
３．田利用状況の地域差
　不作付率と非主食用米生産割合によって41府県を
４グループに分類した（図２）。各グループの〈不
作付率・非主食用米割合〉は、Ⅰ（低位・低位）、
表１　分析に用いる旧市町村数の分布
図１　田本地面積の推移（2001～2013年）
出所）「耕地及び作付面積統計」（各年）より筆者作成。北
海道と田が相対的に小規模な５都府県、および東日本大震
災に伴う農地の被災・復旧が多い宮城県・福島県は除いた。
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Ⅱ（中位・中位）、Ⅲ（高位・高位）、Ⅳ（高位・低
位）となっている（表２）。
　選択制の生産調整制度前の４グループにおける農
業の概況を表３に示した。水田型割合と農業算出額
に占める米産出額割合は、ⅠⅡに比べⅢⅣが高い。
これは、表２に示した不作付率と同傾向である。
　立地条件として、平地農業地域割合と田整備率は、
ⅠからⅢにかけて高まるがⅣで低い。これは、表２
に示した非主食用米生産割合と同傾向である。非主
食用米生産割合が低位なⅠⅣの畑作をめぐる状況と
して、畑地灌漑整備済面積割合と耕種農業産出額に
占める野菜産出額割合は、ⅡⅢに比べ高い共通点が
ある。一方で、Ⅳの野菜・花き用ガラス室・ハウス
設置割合は、Ⅰに比べ低い。労働集約的なⅠに比べ、
Ⅳは土地利用型の畑的利用が展開してきたと考えら
れ、Ⅳの単位面積当たりの農業産出額はⅠに比べて
低く、ⅡⅢに比べて高い水準である。
　ⅠⅡⅢの傾向から、水田が多く、米生産に依存す
る地域ほど不作付率が高く、また非主食用米生産割
合が高い基本的な傾向が確認できる。不作付率が高
位ながら非主食用米生産割合が低位なⅣの特徴とし
て、日本有数の米産地県が属するⅢに次ぐほど水田
型の旧市町村が多いながらも、平地割合と田整備割
合がとも低く、米生産条件が劣る点が挙げられる。
　飼料用の水稲生産において連携が求められる畜産
経営について１経営当たりの飼養頭羽数に着目する
と、非主食用米生産が最も盛んなⅢでは採卵鶏を除
き概して飼養頭羽数の規模が比較的小さい。Ⅲでは
農業産出額に占める畜産産出額割合も他グループに
比べ低く、畜産が比較的盛んでない。また非主食用
米の主な５作目の構成比（表４）からも、畜産農家
との契約等の煩わしさのない飼料用以外の非主食用
米生産が盛んであることから、非主食用米は基本的
に稲作側の事情で生産されていると考えられる。
図２　クラスター分析（樹状図）
表２　グループ別の不作付率・非主食用米割合
表３　グループ別の農業の概況（2009年）
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　以上の府県データの分析からは、非主食用米生産
割合は米作に依存する地域ほど高く、また稲作条件
が不利な立地条件では低くなる傾向が確認できた。
また、非主食用米生産割合が低いほど、飼料用米や
WCS用稲が選好されていると指摘できる。こうし
た中、稲作に占める非主食用米生産割合に着目する
と、各グループとも増加傾向にある中、ⅠⅣは増加
ポイントが低い（表５）。また、田本地面積の推移（図
３）に着目すると、ⅡⅢが全体平均を引き上げてい
ることから、図１に示した田本地面積の近年の傾向
の背景として、ⅡⅢにおける非主食用米生産の拡大
が指摘できる。ⅠⅣにおいては、非主食用米生産が
地域の水田利用に与える影響は限定的で、依然とし
て田の減少傾向が進み、施設園芸が展開しなかった
Ⅳで顕著である。こうした経年的な傾向は、非主食
用米をめぐる地域間差の固定化を示唆している。
４．飼料用米・WCS用稲生産の地域差
　飼料用米とWCS用稲の生産がある旧市町村数割
合について、不作付率および農業地域類型別に示し
た（表６、７）。飼料用米とWCS用稲の共通点とし
て、平地農業地域から山間農業地域にかけて、生産
条件が不利になるほど、生産がある旧市町村数割合
が低下している。また、生産条件が不利な中山間地
域や、これまで不作付率が高かった農家が所在する
地域でも生産実態を確認できる。相違点として、飼
料用米が広範囲で生産される一方、WCS用稲は限
られた生産地で局所的に生産されている。また、不
作付率が高い地域では、過半の旧市町村で飼料用米
生産が確認されるが、WCS用稲は不作付率が低い
地域で生産される傾向を示している。こうした差異
の要因には、稲WCSは嵩張るため飼料用米に比べ
広域流通に適さないことや、WCS用稲の収穫に不
適な湿田等で取り組まれにくいこと等が考えられる。
　Ⅳ・不作付率80-100・山間農業地域では飼料用米、
WCS用稲ともに生産が確認されなかった。表８に
示したように近隣に実需者が所在しないためと考え
られる。一方で表６、７、８からは、都府県の畜産
出所）「耕地及び作付面積統計」（各年）より、稲作に占める非主
食用米生産割合を（（水稲作付面積－主食用作付面積）／水稲
作付面積×100％）として筆者が作成。
表４　グループ別の非主食用米５作目の構成比
表５グループ別の稲作に占める非主食用米生産割合の推移
図３　グループ別の田本地面積の推移（2001年＝100）
出所）図１と同じ。
表６　不作付率と農業地域類型別にみた　　
　　飼料用米生産のある旧市町村数割合
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が各地に所在しており、輸入飼料に依存する“加工
型畜産”の性格を踏まえれば、輸入飼料に依存する
畜産農家と飼料基盤となりうる未活用の不作付水田
が併存する旧市町村が全国に存在することが伺える。
５．結果と考察
　本研究では，従来明らかにされていなかった非主
食用米生産について、公表データと独自データを用
い、不作付率と非主食用米生産割合を切り口に地域
特性を分析・考察した。公表データからは、稲作側
の事情により非主食用米生産されている傾向が明ら
かとなった。今回得られた旧市町村データからは、
飼料用米とWCS用稲の取り組みの共通点と地域間
差が認められた。この点は、農業センサス等では把
握できない差異である。また、畜産農家と不作付水
田の結びつきが依然として進んでいないことも示唆
された。この点は飼料用米やWCS用稲の今後の展
開が期待される一方で、各グループごとの取り組み
の固定化も見られ、地域特性による限界も示唆され
る。特に不作付率高位のⅣにおける非主食用米生産
の阻害要因は今後解明すべき課題といえよう。
　本研究では大掴みに４グループに分けたが、非主
食用米の生産動向のより詳細な把握には、米麦二毛
作地域の析出や大豆単収等に着目したさらに細かい
類型化や事例分析が求められる。全国の生産動向の
分析や個別事例の一般化に当たっては、従来の田利
用状況、不作付等に関する地域間差を踏まえる必要
性があることを、本研究は指摘している。なお、飼
料用米やWCS用稲の実需者である畜産経営の立地
による影響等、詳細な分析については、2015年農林
業センサスの公表を待ち、稿を改めたい。
註
註１）谷口［６］は、「おそらくは同一県内においても地域
ごとにとりくみの差異が存在しており、地域ごとの条
件に相応しい戦略作物の選択に苦心する産地の実態
を垣間見るようである」と表現したが、どの程度の面
的広がりをもつ“地域”かは言及しない。
註２）2013年集落営農実態調査によると集落営農の25％
以上が非主食用米を生産するほか、「新たな農産物を
生産する予定あり」の集落営農数が近年減少する一方
で、新規需要米生産を予定する集落営農は７％と、他
表７　不作付率と農業地域類型別にみた　　
　　　WCS用稲生産のある旧市町村数割合
表８　不作付率と農業地域類型別にみた　
　　　畜産経営の所在する旧市町村数割合
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作物に比べ突出している。
註３）各府県の生産調整実施状況が煩雑であることか
ら、クラスター分析を踏まえて類型ごとに分析した研
究に武山ら［７］がある。
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